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補正前の予算額
5月補正予算額

（専決） 合　計

32,641,000 40,639,500 723,700 41,363,200 26.7
5月13日

専決

国 民 健 康 保 険 7,761,500 7,356,800 7,356,800 △ 5.2

後期高齢者医療 968,600 990,600 990,600 2.3

介 護 保 険 7,496,600 7,523,000 7,523,000 0.4

加賀山代温泉財産区 130,000 129,400 129,400 △ 0.5

加賀山中温泉財産区 166,100 192,700 12,800 205,500 23.7
5月11日

専決

計 16,522,800 16,192,500 12,800 16,205,300 △ 1.9

病 院 事 業 8,894,500 9,440,110 9,440,110 6.1

水 道 事 業 3,978,800 4,100,800 0 4,100,800 3.1
5月13日

専決

下 水 道 事 業 4,195,700 4,081,000 0 4,081,000 △ 2.7
5月13日

専決

計 17,069,000 17,621,910 0 17,621,910 3.2

66,232,800 74,453,910 736,500 75,190,410 13.5

前年対
比伸率

％
備 考

一　般　会　計

特

別

会

計

企

業

会

計

合　　　　計

令和2年度5月補正（専決） 各会計補正予算総括表

（単位：千円）

区　　　　　分
前 年 度 同 期
予 算 額

令 和 2 年 度

歳入更正

歳入更正
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（単位：千円　％）

補正前の予算額
5月補正予算額

（専決） 合　計

1 議 会 費 277,563 282,238 282,238 1.7 0.7 

2 総 務 費 2,913,301 9,434,867 68,600 9,503,467 226.2 23.0 

3 民 生 費 11,815,639 11,704,586 26,800 11,731,386 △ 0.7 28.4 

4 衛 生 費 3,960,877 4,867,625 4,867,625 22.9 11.8 

5 労 働 費 7,095 6,321 6,321 △ 10.9 0.0 

6 農林水産業費 410,241 498,804 498,804 21.6 1.2 

7 商 工 費 1,063,087 1,098,236 550,300 1,648,536 55.1 4.0 

8 土 木 費 3,626,839 3,727,788 1,000 3,728,788 2.8 9.0 

9 消 防 費 1,417,937 1,413,804 1,413,804 △ 0.3 3.4 

10 教 育 費 2,927,951 2,709,987 70,000 2,779,987 △ 5.1 6.7 

11 災 害 復 旧 費 0 0 0 0.0 0.0 

12 公 債 費 4,144,337 4,792,439 4,792,439 15.6 11.6 

13 諸 支 出 金 66,133 92,805 7,000 99,805 50.9 0.2 

14 予 備 費 10,000 10,000 10,000 0.0 0.0 

32,641,000 40,639,500 723,700 41,363,200 26.7 100.0 計

歳　　　出

令和2年度5月補正予算（専決） 　一般会計総括表　

構成比款
前 年 度 同 期
予 算 額

令 和 2 年 度
前年対
比伸率
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（単位：千円　％）

補正前の予算額
5月補正予算額

（専決） 合　計

1 市 税 9,317,600 9,257,900 9,257,900 △ 0.6 22.4 

2 地 方 譲 与 税 261,000 286,300 286,300 9.7 0.7 

3 利子割交付金 20,000 20,000 20,000 0.0 0.0 

4 配当割交付金 41,000 33,000 33,000 △ 19.5 0.1 

5
株 式 等 譲 渡
所得割交付金

48,000 33,000 33,000 △ 31.3 0.1 

6
法 人 事 業 税
交 付 金

0 73,000 73,000 皆増 0.2 

7
地 方 消 費 税
交 付 金

1,320,000 1,590,000 1,590,000 20.5 3.8 

8
ゴルフ場利用
税 交 付 金

90,000 90,000 90,000 0.0 0.2 

9
環 境 性 能 割
交 付 金

51,000 35,000 35,000 △ 31.4 0.1 

10
地 方 特 例
交 付 金

86,000 45,000 45,000 △ 47.7 0.1 

11 地 方 交 付 税 7,313,200 7,124,000 7,124,000 △ 2.6 17.2 

12
交通安全対策
特 別 交 付 金

8,000 8,000 8,000 0.0 0.0 

13
分 担 金 及 び
負 担 金

135,206 77,802 77,802 △ 42.5 0.2 

14
使 用 料 及 び
手 数 料

392,815 383,314 383,314 △ 2.4 0.9 

15 国 庫 支 出 金 5,024,094 12,389,906 262,282 12,652,188 151.8 30.6 

16 県 支 出 金 1,997,571 1,975,759 1,975,759 △ 1.1 4.8 

17 財 産 収 入 39,113 26,683 26,683 △ 31.8 0.1 

18 寄 附 金 151,290 200,990 200,990 32.9 0.5 

19 繰 入 金 1,406,144 1,646,618 461,418 2,108,036 49.9 5.1 

20 繰 越 金 20,000 20,000 20,000 0.0 0.0 

21 諸 収 入 322,347 399,048 399,048 23.8 1.0 

22 市 債 4,596,620 4,924,180 4,924,180 7.1 11.9 

32,641,000 40,639,500 723,700 41,363,200 26.7 100.0 

構成比

計

歳　　　入

款
前 年 度 同 期
予 算 額

令 和 2 年 度
前年対
比伸率
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主 要 事 業 等 の 概 要 

 

 

 

１  新型コロナウイルス生活対策  

   ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業  -------------- 5  

 

２  新型コロナウイルス生活対策  

   緊急学生支援貸付金事業 ----------------------------- 6 

 

３  新型コロナウイルス緊急経済対策  

   会計年度任用職員緊急雇用事業 ------------------------ 7 

 

４  新型コロナウイルス緊急経済対策  

   かが応援商品券事業  ------------------------------ 8 

 

５  新型コロナウイルス緊急経済対策  

   事業者応援給付金給付事業  ------------------------ ９  

 

６  新型コロナウイルス緊急経済対策  

   上下水道料金の減額 ------------------------------ １０  

   [上水道事業会計 ][下水道事業会計 ] 

 

 

 

７  温泉配湯室復旧事業 -------------------------------- １１  

   [加賀山中温泉財産区特別会計 ] 
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令和２年度 ５月補正予算（専決） 主要事業等の概要 
（健康福祉部 子育て支援課） 

事 業 名 
新型コロナウイルス生活対策 

 ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業 

〔予算計上科目：3 款２項 5 目中 ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業費〕 

事業の目的  

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、学校の休校・保育園等の登園（所）

自粛要請や企業活動の停滞などを受け、経済的に大きな影響を受けるひとり親

世帯へ支援を行うため、臨時特別給付金を支給する。 

事業の概要  

 

１ 事業年度  令和２年度 

 

２ 総事業費  ２６,８００千円 

 

３ 事業内容 

 (1) 対 象 者  次の要件を満たす者  約５３０人 

  ① 令和２年４月分（３月分を含む。）の児童扶養手当受給者 

  ② 本市に住所を有する者（基準日：令和２年５月１１日） 

 (2) 給 付 費 ２６,５００千円（対象１世帯あたり５０千円） 

 (3) 給付手続 

   児童扶養手当で指定している口座に振り込むことの同意書を市へ提出 

 (4) 申請期限 

   令和２年１２月２８日 

 (5) 支 給 日 

   ５月下旬から順次 

 

４ 財源内訳 

  国（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）１０,８００千円 

  市（一般財源）                   １６,０００千円 

予  算  額 
現計予算額 

５月補正予算額

（専決） 
補正後の予算額 

０千円 ２６,８００千円 ２６,８００千円 
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令和２年度 ５月補正予算（専決） 主要事業等の概要 
（教育委員会事務局 学校指導課） 

事 業 名 新型コロナウイルス生活対策 緊急学生支援貸付金事業 

〔予算計上科目：10 款 1 項 2 目中 奨学資金費〕 

事業の目的  

 新型コロナウイルスの影響により収入が減少し、学費や生活費に困窮してい

る加賀市出身の大学生等を支援する。 

事業の概要  

 

１ 事業年度 令和 2 年度 

 

２ 事業費  ７０,０００千円 

 

３ 事業内容 

 (1) 対 象 者 

   加賀市出身の大学生、短大生、専門学生（一部を除く。）のうち、収入が

減少した人 

 (2) 貸 与 額 

   市外在住の大学生等（２２５人）  ３００千円（上限） 

   市内在住の大学生等（ ２５人）  １００千円（上限） 

 (3) 償還時期 

   大学在学中は据置きし、卒業後に償還する。 

   （卒業後、加賀市に５年以上居住する場合は償還免除） 

 

４ 財源内訳 

  市（三森良二郎奨学基金繰入金）  ７０,０００千円 

 

 

 

予  算  額 
現計予算額 

５月補正予算額

（専決） 
補正後の予算額 

０千円 ７０,０００千円 ７０,０００千円 
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令和２年度 ５月補正予算（専決） 主要事業等の概要 

（総務部 総務課） 

事 業 名 
新型コロナウイルス緊急経済対策 

 会計年度任用職員緊急雇用事業 
〔予算計上科目：２款１項１目中 会計年度任用職員給与費〕 

事業の目的  

 新型コロナウイルス感染拡大の影響で、解雇や内定取り消しとなった市民等

を対象に、市が会計年度任用職員として任用することで市民の雇用の維持を図

る。 

事業の概要  

 

１ 事業年度  令和２年度 
 

２ 総事業費  ５８,２００千円 
 

３ 事業内容 

  新型コロナウイルス感染拡大の影響で失業した市民等を、市が会計年度任

用職員として任用する。 

 (1) 任用期間 

   令和３年３月末まで 

 (2) 勤務条件等 

  ① 週３５時間又は 30 時間を基本として業務内容に応じた勤務時間 

  ② 任用期間が６月以上となる場合は賞与を支給 

  ③ 社会保険及び雇用保険への加入あり 

 (3) 任用予定人数 

   ３０人 

 (4) 概算経費 

    約２,１００千円（賞与等含む）×１５人 （週 35 時間勤務） 

    約１,８００千円（賞与等含む）×１５人 （週 30 時間勤務） 

 

４ 財源内訳 

  国（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）２３,３６７千円 

  市（一般財源）                   ３４,８３３千円 

予  算  額 
現計予算額 

５月補正予算額

（専決） 
補正後の予算額 

0 千円 ５８,２００千円 ５８,２００千円 
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令和 2 年度 ５月補正予算（専決） 主要事業等の概要 
（市民生活部 窓 口 課） 

（経済環境部 商工振興課） 

事 業 名 

 

新型コロナウイルス緊急経済対策 かが応援商品券事業 
予算計上科目：２款３項１目中 会計年度任用職員給与費   

  〃    カード交付事業費      

       ７款１項２目中 商業地域活性費       

事業の目的  

 新型コロナウイルス感染症の拡大により、大きな影響を受けている市内小売

店、飲食店等に対する需要喚起策として、マイナンバーカードを取得する市民

に「かが応援商品券」を無料で配付し、買い物や飲食による消費拡大を促す。 

事業の概要  

 

１ 事業年度  令和２年度 

 

２ 事 業 費  ２８７,７００千円 

 

３ 事業内容 

  マイナンバーカードの保有者及び申請者に、市内小売店、飲食店等で使用

できる「かが応援商品券」を無料で配布し、店舗の売り上げ向上とマイナン

バーカードの普及促進を図る。 

 (1) 対 象 者  

   基準日（令和２年６月 1 日）時点でマイナンバーカードを保有する市内

住民登録者及び令和 2 年１０月３１日までの交付申請者 

 (2) 対象者数   マイナンバーカード保有（見込み）者数 ５３,０００人 

            （うち、３月末時点での保有者数 １０,９８３人） 

 (3) 商 品 券   一人あたり  ５,０００円（１,０００円×５枚） 

 (4) 使用期間  令和２年６月上旬から同年１２月３１日まで 

 (5) 使用店舗  店舗を公募（大型店、チェーン店等除く。） 

 

４ 財源内訳 

  国（社会保障・税番号制度カード交付事務経費補助金）  ３,４１５千円 

  国（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

                           １１１,６００千円 

  市（一般財源）                  １７２,６８５千円 

予  算  額 

現計予算額 
５月補正予算額

（専決） 
補正後の予算額 

0 千円 ２８７,７００千円 ２８７,７００千円 
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令和２年度 ５月補正予算（専決） 主要事業等の概要 
（経済環境部 商工振興課） 

事 業 名 新型コロナウイルス緊急経済対策 事業者応援給付金給付事業 

〔予算計上科目：７款１項２目中 商工業育成費〕 

事業の目的  

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、売り上げが減少した事業者に

対し、応援金を支給する。 

事業の概要  

 

１ 事業年度  令和２年度 

 

２ 事 業 費  ２７３,０００千円 

 

３ 事業内容 

  市内で事業を行う中小企業法人及び個人事業主のうち、新型コロナウイル

ス感染症拡大の影響により、売り上げが令和２年１月から同年６月までのう

ち、前年同月比で３０％以上減少した事業者に対し、応援給付金として、１

事業者あたり１００千円を支給する。 

  なお、本市の「宿泊施設支援交付金」、「飲食店感染拡大防止協力金」、県の

「感染拡大防止協力金」の対象となった事業者は、本事業の給付対象から除

く。 

 (1) 対 象 者  中小企業法人及び個人事業主 ５,０５３事業者…① 

         他制度利用事業者     ５０４事業者…② 

         申請見込み数 （①－②）×0.６ ２,７３０事業者 

 (2) 支 給 金  １００千円 × ２,７３０事業者 ＝ ２７３,０００千円 

 

４ 財源内訳 

  国（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

１０９,９００千円 

  市（一般財源）                  １６３,１００千円 

予  算  額 
現計予算額 

５月補正予算額

（専決） 
補正後の予算額 

0 千円 ２７３,０００千円 ２７３,０００千円 
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令和２年度 ５月補正予算（専決） 主要事業等の概要 
（上下水道部 経営企画課）水道事業会計  

下水道事業会計 

事 業 名 
新型コロナウイルス緊急経済対策 上下水道料金の減額 

予算計上科目：水道事業会計  収益的収支 １款１項１目中 給水収益    

下水道事業会計 収益的収支 １款１項１目中 下水道使用料  

事業の目的  

 新型コロナウイルス感染症の拡大により、事業活動の縮小を余儀なくされた

事業者の経済的支援のため、水道基本料金と下水道基本料金を１か月分減免す

る。 

事業の概要  

 

１ 事業年度  令和２年度 
 

２ 総事業費  ８,０００千円 
 

３ 減免内容 

 (1) 対象事業所  

   本市の「宿泊施設支援交付金」、「飲食店感染拡大防止協力金」、県の「感

染拡大防止協力金」の対象となった事業所 

 (2) 対 象 数  約１,５００件 

 (3) 減 免 額  ８,０００千円 内訳 水道基本料金 ７,０００千円 

下水道基本料金  １,０００千円 

 (4) 基 準 日  令和２年５月請求分（４月使用分）以降の１か月 

 (5) 申請受付期限  令和２年７月３１日まで 

 (6) 申 請 方 法  

   減免申請書に必要事項を記入し、郵便、ファックス、電子メール添付に

より上下水道事業者に申請する。 
 

４ 財源内訳 

  市（一般会計補助金）  ８,０００千円 

※一般会計補助金の内訳 

   国（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）３,２００千円 

   市（一般財源）                   ４,８００千円 

予  算  額 
現計予算額 

５月補正予算額

（専決） 
補正後の予算額 

-  千円 -  千円 -  千円 
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令和２年度 ５月補正予算（専決） 主要事業等の概要 
（山中温泉支所 振興課）加賀山中温泉財産区特別会計 

事 業 名 温泉配湯室復旧事業 

〔予算計上科目：１款３項２目中 維持補修費〕 

事業の目的  

 ５月６日に発生した、温泉配湯室内での事故による配湯ポンプ等の障害によ

り、菊の湯第１をはじめ、旅館等施設への温泉配湯ができなくなったことから、

配湯ポンプの取替等を行い、早期の復旧を図る。併せて、配湯ポンプに制御タ

イマーを取り付け、再発防止を図る。 

事業の概要  

 

１ 事業年度  令和２年度 

 

２ 総事業費  １２,８００千円 

 

３ 事業内容 

 (1) 配湯ポンプ（１６系統）取替 

 (2) 女湯ポンプ・ボイラー等修繕 

 (3) 配電盤スイッチ類取替 

 (4) 配湯ポンプ制御タイマー取付（再発防止策） 

 

４ 財源内訳 

  加賀山中温泉財産区事業調整基金繰入金  １２,８００千円 

予  算  額 
現計予算額 

５月補正予算額 

（専決） 
補正後の予算額 

２,２２４千円 １２,８００千円 １５,０２４千円 
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（単位：千円）

◎　歳　出 723,700

 1　総　務　費

　① 会計年度任用職員給与費（新型コロナウイルス緊急経済対策事業費） 58,200

　② 社会保障・税番号制度費（　　　　　　　　　　〃　　　　　　　） 10,400

 2　民　生　費

　① ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業費（新型コロナウイルス生活対策事業費） 26,800

 3　商　工　費

　① 商業地域活性費（新型コロナウイルス緊急経済対策事業費） 277,300

　② 商工業育成費（　　　　　　　　〃　　　　　　　　） 273,000

 4　土　木　費

　① 下水道事業会計繰出金 1,000

 5　教　育　費　

　① 奨学資金費（新型コロナウイルス生活対策事業費） 70,000

 6　諸支出金

　① 水道事業会計繰出金 7,000

◎　歳　入 723,700

 1　国庫支出金

　① 社会保障・税番号制度費カード交付事務費補助金 3,415

　② 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 258,867

 2　繰　入　金

　① 財政調整基金繰入金 391,418

　② 三森良二郎奨学基金繰入金 70,000

令和２年度一般会計 第５月補正予算の概要（5月13日専決）
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（単位：千円）

【収益的収支】

◎　収　入 0

 1　給水収益

　① 水道料金（新型コロナウイルス緊急経済対策事業費） △ 7,000

 2　他会計補助金

　① 一般会計補助金 7,000

（単位：千円）

【収益的収支】

◎　収　入 0

 1　下水道使用料

　① 下水道使用料（新型コロナウイルス緊急経済対策事業費） △ 1,000

 2　他会計補助金

　① 一般会計補助金 1,000

（単位：千円）

◎　歳　出 12,800

 1　温泉事業費

　① 施設維持管理費　維持補修費 12,800

◎　歳　入 12,800

 １　温泉事業収入

　① 加賀山中温泉財産区事業調整基金繰入金 12,800

令和2年度水道事業会計 5月補正予算の概要（5月13日専決）

令和2年度下水道事業会計 5月補正予算の概要（5月13日専決）

令和2年度加賀山中温泉財産区特別会計 5月補正予算の概要（5月11日専決）
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＜参 考＞ 

５月補正予算のほか、病院事業において新型コロナウイルス対策に係る特殊勤務手当

を支給（病院事業会計の現計予算で対応） 

 

対象：新型コロナウイルス感染症が疑われる患者に対応した医師・看護師など 

・直接診療、看護などを行った場合      ４，０００円／１日 

・問診、検査などを行った場合        ３，０００円／１日 

（※令和２年２月１日に遡って適用） 
 
・発熱外来で発熱者に問診などを行った場合  １，５００円／１日 

（※令和２年４月３０日に遡って適用） 
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